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研究成果の概要（和文）： 
 近年，国・自治体レベルを通じて政治主導と行政の「総合化」が進んでいる。本研究で
は，そうした変化が教育政策にいかなる影響を及ぼしたのかを分析した。研究の結果，政
治的リーダーは以前から潜在的に教育政策への影響力を有していたが，近年の政治的環境
の変化によってリーダーの利益構造が変容し，そのことが政治的リーダーの教育政策への
関与増大や教育委員会制度の見直しを求める動きにつながっていることを実証的に示した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 After decentralization reform in Japan, the influences of political leaders are more 
strengthen. In this study, we examined how education policy changed under this reform. 
We analyzed education policy process in central and local governments. In this research, 
we found political leaders have been able to control education policy before decentralization, 
however, they often didn’t control education. In contrast, after the reform, they often take 
initiatives in education policy, since the reform changed local politics and their policy 
preferences have changed. 
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１．研究開始当初の背景 

 

 最近の教育改革やそのインパクトを分析し

た研究は少なくない。しかし，省庁再編や分

権改革といった分野横断的・包括的な制度改

革が，いかなるメカニズムでどのような影響

を教育改革や教育政策に及ぼしたのかはほと

んど明らかになっていない。 

 研究代表者はこれまで科研費等を得て近年

の教育行政の動態とその変化に関する実証分

析を行ってきた。その結果，行政の「総合化

」が進みはじめた1990年代後半頃から，教育
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政策が政治的リーダーシップの影響をより強

く受けていることが分かった。これまでの研

究成果からは，次の課題として，行政の「総

合化」や政治的リーダーシップの強大化が，

教育政策にいかなる変化をもたらしているの

かを明らかにすることが重要であると示唆さ

れる。 

 

２．研究の目的 

 

 近年，国レベルでは首相，自治体レベルで

は知事・市町村長のリーダーシップが強まる

など行政の「総合化」が進んでいる。2001年

の省庁再編によって内閣機能が強化され，首

相・内閣官房やその諮問機関（経済財政諮問

会議など）の影響力が強まっている。また，

1990年代後半の地方分権改革では自治体行政

の「総合化」が進み，その結果，知事・市町

村長の影響力が増大している。こうした変化

は教育政策や現場の教育活動に大きな影響を

及ぼしている。 

 先行研究でも，最近の教育改革とその影響

に関していくつかの考察が存在する。しかし

，近年の政治行政全体にわたる包括的な制度

改革（省庁再編，地方分権改革など）が教育

改革や教育政策に与えた影響については，現

時点では実証的なデータが不足している。そ

のため，今後の制度設計に資する政策的含意

を必ずしも十分には提示できていない。以上

の現状をふまえて本研究では，近年の政治行

政をめぐる制度改革が教育政策に与えた影響

を経験的分析により明らかにし，今後の教育

政策形成の在り方に資する知見を提示するこ

とをその目的とした。 

 

３．研究の方法 

 

 研究は理論的検討と実証的検討の大きく２

つの分析を行った。理論的検討に関しては，

政治学・社会学などでの新制度論に関する研

究動向と，教育学研究への示唆を検討した。

また、教育学の事例研究に資する方法論の検

討も行った。 

 実証的検討については、国レベルと自治体

レベルのそれぞれについて、近年の変化が政

治家や教育専門職の行動や政策選好にどのよ

うな影響を与えているのかを，事例研究や定

量的分析から明らかにした。 

 

４．研究成果 

 

研究全体を通じての理論的・方法論的研究

については，政治学・社会学などでの新制度

論に関する研究動向と，教育制度研究への示

唆を検討した。ここでは，新制度論の分析視

角は教育制度研究の発展にとって重要である

ことと同時に，教育制度研究が新制度論にな

しうる貢献もあることを明らかにした。同時

に，本研究における理論的視座と分析枠組に

関する知見についても述べた。 

次に，国・自治体・学校レベルの事例をど

う統合的に理解するかについて、理論的な枠

組を検討し、その成果を３名の共同研究とし

て学会で発表した。 

方法論に関しては，本研究を通じて実証研

究における事例分析の方法論的課題を析出し

、その成果を論文にまとめて学術雑誌に査読

論文として発表した。 

 国レベルの分析については，まず理論的側

面として，政治・行政の「中央化」が教育改

革のスピードを速めた反面，教育政策の安定

性・継続性を失わせたことを，拒否権プレイ

ヤー論などの理論から説明した。さらに事例

分析は次の２点を行った。第１に，1980年代

の教育委員会制度改革を素材として，教育行

政の強い縦割り集権構造の源泉とされてきた

教委制度改革においても，他省庁（他の政策

共同体）との調整が不可欠であることを明ら

かにした。 

第２に，2000年代に議論となった教員免許

更新制を事例として、民主党政権と自民党政

権における教育政策過程の比較を行った。特

に、民主党政権下において政務三役の役割が

変化したことの意味に着目した検討を行った

。研究成果は海外の学会で報告を行い、外国

の日本政治研究者から有益なコメントを頂い

た。 

 自治体レベルでは，理論的検討として第１

に，教育行政の制度原理に関する研究のレビ

ューを行い，教育行政の一般行政からの独立

に関する分析が今後より必要であることを明

らかにした。 

第２に，2009年の政権交代を受けて，今後

の自治体教育行政と教育委員会制度の在り方

について理論的な検討と含意を提示した。合

理的選択制度論からは，今後の二大政党制の

動態と自治体首長選挙のゆくえが教育委員会

制度改革にとって非常に重要であることを指

摘した。 

実証分析では以下の研究を行った。 

第１に，地方分権改革以後の首長と教育長

の関係について，研究代表者が以前実施した

質問紙調査をもとに検討した。その結果，教

育長は首長と密接な連携・協力の下で教育政

策の立案・実施にあたっており，その点で既

に総合化が進んでいるといえる状況であるこ



 

 

とがわかった。 

第２に，社会教育に関しての論点と研究課

題を指摘した。社会教育は一般行政からの独

立に関して多くの課題があること，教育政策

の中でもより総合化が進んだ領域であること

，また教育委員会制度が存在することにどの

ような意味があるのかを実証的に分析するこ

とが重要であることを指摘した。 

第３に，これまでの研究成果も参照しなが

ら，主に自治体レベルにおける政治的リーダ

ーシップと政策選択との関連について検討し

た。その結果，(1)自治体レベルの教育政策に

おける首長の影響力は従来から強かったが，

これまではそれが潜在的であることが多かっ

たことをデータから明らかにした。また，地

方政治の構造的変容により，近年は教育政策

における首長の影響力が顕在化しつつあり，

その政策意図もより明確になってきているこ

と，(2)首長の政治的リーダーシップの態様と

教育委員会制度をめぐる政策選好との間には

密接な関連があることを論証した。すなわち

，首長の政治的安定性や議会との関係が教育

政策における首長の選好に大きな影響を与え

ていることを経験的に明らかにした。 

第４に，近年の首長主導の教育改革はなぜ

起こったのか、また改革の課題はどのような

点にあるのかを、大阪府・市の事例などを通

じて考察した。この成果は、いくつかの雑誌

等で発表した。 

第５に，教育と福祉との境界領域（発達障

害支援）や他の政策領域の事例を通じて、政

策領域の外部環境が内部環境に与える影響を

検討した。この研究は平成23年度末に成果を

刊行した。 

以上の研究から，特に近年の日本における

政治的リーダーシップの変容が教育政策にい

かなる影響を及ぼしているのかについて，実

証的な知見と理論的・実践的な含意を得た。 

またその成果は以下の著書（単著１，分担執

筆５）および論文（査読有１，査読無７），

学会発表（単独４，共同１）で発表した。 
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